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（注） 地域手当補正後とは、団体Ａ・行政職㈠の平均給月額を、地域手当の支給割合が国家公務員・

行政職㈠の地域手当の平均支給割合（推計値）となるように補正したものであることを示す。

※ 団体Ａの給与月額は、独自の給与削減措置前のものである。

【資料０３】



　

【参考：地方公務員の給与のあり方に関する研究会報告書（平成１８年３月）より】
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